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今週のキーワード 

遺言信託  

（業務の流れ） 

 1.遺言の相談。2.遺言書の作成（公証役場で公正証書遺言作成。金融機関を遺言執行者に指定）。

3.相談者が遺言書の保管約定書提出（遺言書の正本・謄本各1通預かる）。4.遺言の内容等、変更

の有無を定期的に照会。 5.逝去の通知（前もって指定された通知人が死亡通知を行う）。6.遺言

執行者の就職通知（相続人及び受遺者＜遺言によって財産を受ける人＞に遺言執行者に就職する

通知）。7.財産目録作成・報告。8.遺言の執行（遺産分配）。9.遺言執行完了の報告書作成・報

告、完了。 
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偽造・紛失防止と実行の確実性 
年７～10％で件数拡大の遺言信託 
 

 某信託銀行の遺言信託業務を請け負うＰＲに

は「遺心伝心」と以心伝心をもじって“安心を

遺す”と謳っている。遺言信託は信託銀行が遺

言の相談、公正証書遺言作成の支援、保管、執

行まで一括して請け負うサービス業務である。

特に相続人ごとに特定の財産を自分の意思で指

定し相続させたい、事業や代々引き継がれてき

た財産を守るために後継者に承継させたい、教

育・福祉・芸術など社会に役立てたい、などと

いったケースで利用されている。 

 信託協会の08年３月時点での調査によると、

信託銀行などに委託した件数は約１万2,000件

で１年前の７％増。最近は高齢化の進展で年７

～10％増と拡大している。信託銀行に一定の手

数料や保管料を支払ってまでも委託するのは、

個人作成の場合に書式の不備、偽造や紛失など

で無効やトラブルを懸念するためといわれる。

弁護士など専門家に依頼するケースでは、その

専門家が先に逝く場合もありうる。その点、金

融機関は利害関係のない法人なので、自らの遺

志を明確に反映させ、確実に実現できる執行機

関であると言えよう。 

 費用がかかる法人委託、１人で秘密裏にでき

る個人作成、ともに長短はあるものの、骨肉の

争いを避け円滑に遺産相続するには一定の費用

負担はやむなし、との認識が広まっているよう

だ。総費用は各金融機関平均で150-300万円とな

っている。 

 

４割弱の企業が全て税理士に委託
会計ソフトも過半の企業が未利用 
 
 ４割弱の中小企業が、経理財務に関する事務を

税理士など会計専門家に全て委託していること

が、中小企業庁が新日本監査法人に委託して２月

後半に実施した「2007年度中小企業の会計に関す

る実態調査」で分かった。 

 調査結果（有効回答数4,569社）によると、経

理財務に関する事務は、「仕訳伝票を会計専門家

に渡し、外注」という回答が38.5％ともっとも多

かった。会計専門家は「税理士」が79.8％、「公

認会計士」が17.2％。 

 次いで「総勘定元帳作成まで社内、財務諸表と

税務申告は会計専門家に外注」が26.7％、「財務

諸表の作成まで一貫して社内、税務申告は外注」

が25.6％、「財務諸表の作成、税務申告まで一貫

して社内」は6.0％だった。 

 会計専門家への年間支払報酬は、「50万円以上

100万円未満」が45.0％、「50万円未満」が32.5％、

「100万円以上200万円未満」が14.4％となってお

り、100万円未満が全体の77.5％を占めている。

会計ソフトの利用状況については、53.4％と過半

の企業が「決算書は会計事務所が作成しているの

で、自社では利用していない」と回答してもっと

も多く、次いで「決算書を社内で作成し、作成に

あたっては市販ソフトを利用」が24.7％の企業だ

った。一方、決算書の作成について、財務管理上、

期中の締めの頻度は、「毎月締めを行っている」

が59.3％、「１年に１度締めを行っている」が

25.7％となっている。 

税務会計


